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物流クライシスは顕在化しつつあり、日本経済への影響も深刻

LOGISTICS
CRISIS

スマート物流サービスが目指す姿 我が国の物流の現状

物流クライシスの到来
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1.(1)



小売DB

現サプライチェーン

卸DB

Society5.0の具現化

データ未連携メーカーDB

・生産予測困難
・返品・廃棄
・作業員不足

・配車予測困難
・時間指定
・ドライバー不足

データ未連携

・仕入予測困難
・フードロス
・販売員不足

・伝票不統一
・不動在庫
・作業員不足

「ＳＩＰスマート物流サービス」

物流・商流データ基盤

サスティナブルな
物流・商流

商品の安全・安心
の提供

廃棄ロス削減 省力化・省人化

フィジカル
インターネット

データ連携データ連携

課題

研究開発

最終目標

研究開発項目（B）

研究開発項目（A）

物流・商流
データ基盤の構築

サプライチェーンの上流
から下流までを繋いだ高
度なデータ連携による
全体最適化、新たな付
加価値創造。

省力化・自動化
に資する自動データ
収集技術の開発

重量・採寸情報等

作業情報等

荷台情報等

データ連携

作業生産性向上 トラック積載率向上 在庫量削減 トレーシング強化

スマート物流サービスが目指す姿

研究開発概要1.(2)
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スマート物流サービスが目指す姿

目標値1.(3)



スマート物流サービスが目指す姿

部分最適から全体最適へ1.(4)
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研究開発内容 研究開発の進め方

研究開発のプロセス

社会実装
AIによる
蓄積ビッグデータ
の活用

４業種等の社会実装の検討

～FY 2020

要素基礎技術の開発

日用消費財
プロトタイプモデル

2021 2022 2023以降

各モデルの実装

４業種以外の新たな業種の検討

実装
準備

商習慣改革・標準化検討

データ収集技術の開発

Phase.3

Phase.1

Phase.2

研究開発項目（B）

研究開発項目（A）

データ蓄積

【凡例】

研究開発項目（A）

社会実装に向けた
その他アクション

③個別管理データ抽出・変換技術

①アクセス権限コントロール技術

⑤他プラットフォーム連携技術②非改ざん性担保技術

④入出力高速処理

ドラッグストア・コンビニ等
プロトタイプモデル

医薬品医療機器等
プロトタイプモデル

地域物流
プロトタイプモデル

商品情報の見える化技術 荷役情報の見える化技術 輸送情報の見える化技術
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研究開発項目（B）

2.(1)



「ＳＩＰスマート物流サービス」

物流・商流データ基盤

要素基礎技術の開発

IaaS

PaaS

データ
連携基盤

③個別管理データ抽出・変換技術
①アクセス権限コントロール技術

共通インターフェイス
業務

共通API

Enterprise Blockchain

⑤他プラットフォーム連携技術
②非改ざん性担保技術

Cloud Service

MART、DWH、Hadoop、
EDI/HTTPS

④入出力高速処理

画像認識
APP

共同配送
APP

共同保管
APP

ﾄﾚｰｼﾝｸﾞ
APP

共同調達
APP etc…

研究責任者 富士通 株式会社

プロトタイプモデルの実装

アプリケーション
日用消費財 ドラッグストア・コンビニ等

医薬品医療機器等地域物流
その他業種等

先行して社会実装

・・・ 随時追加
（関連業界との情報交換会等）

物流・商流データ基盤をいち早く社会実装するため、物流課題が多い４業種等で先行導入
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研究開発内容 研究開発項目（A）

基礎要素技術の開発とプロトタイプモデルの実装2.(2)



研究開発内容 研究開発項目（A）プロトタイプモデルの実装

４業種等の選考プロセス2.(3)-①
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調査・ヒアリング
サプライチェーン構成企業（11業界約50社）

業界 企業名

ＥＣ ZOZO アスクル

日用品・化粧品 ユニ・チャーム ライオン 花王 資生堂

医薬品 アステラス製薬 エーザイ 小野薬品 武田薬品工業 他

医療機器 ジンマーバイオメット ボストンサイエンティフィックジャパン

酒・飲料 アサヒグループ 日本コカ・コーラ 日本アクセス 森永乳業

食品 ロッテ 江崎グリコ 味の素（F―LINE）日清食品 他

アパレル アシックス ファーストリテイリング ユナイテッドアローズ

スーパー・コンビニ イオン ウォルマート コープこうべ ローソン

ドラッグストア ココカラファイン スギ薬局

家電量販 ビックカメラ

物流 日本通運 佐川急便 日本郵便 西濃運輸 日立物流 他

モデルの調査
日用品

→インパクトが大きく、メーカー・販社で協調路線の動きが出ている

医薬品
→ジェネリック薬へのシフト等により、物流網の維持が困難になりつつある

医療機器
→独特の商習慣により、非効率な物流・商流となっている

アパレル
→

ドラッグストア
→コンビニ業界と同様、各社が独自物流網を構築し、重複が生じている

家電
→

水産品
→

地域物流
→少子高齢化に伴い、集配困難な地域が増えつつある

日用消費財
ドラッグストア・コンビニ等
医薬品医療機器等
地域物流

選定理由
業界団体等を巻き込みながら、他業界へ展開可能なインパクトの大きいB2B納品モデルを
構築する
業界団体等を巻き込みながら、都市圏・過疎地で社会実装できるサスティナブルな店舗へ
の共同納品モデルを構築する
業界団体等を巻き込みながら、高品質で高効率な医薬品医療機器等の安定供給モデル
を構築する
物流危機意識の高い地域を巻き込みながら、業種・業態の壁をまたぐ共同納品モデルを構
築する

以下のデータ基盤を構築し、業務改善・付加価値創出の
確認を行う。



研究開発内容 研究開発項目（A）プロトタイプモデルの実装

地域物流のプロトタイプモデル
株式会社セイノー情報サービス研究責任者

支援研究機関 岐阜大学、アピ、美濃工業、未来工業、西濃エキスプレス、ハートランス、
未来運輸研究開発の背景

少子高齢化に伴う労働力不足により、一部地域においては、近年までの物流網の維持が困難な状況となって
いる。

概念実証の概要
本概念実証においては、物流の需給管理システムを活用し、岐阜地域で業種業態を越えた共同幹線輸送の
他、ダイナミックプライシング（動的運賃）等に向けた取組みを行う。

概念実証の目標

蓄積したデータは、共同配送・共同保管
に加え、業種・業態の垣根を越えた需給
予測等に活用することで、最適な輸配送
計画策定により、担い手不足の中でも、
安定的な物流サービスが実現する。

メーカーや卸ではない物流事業者が配車をコントロールする初めての共同配送の取組み
※今までの共同配送の取組み（F-LINE等）は、荷主側が配車をコントロールする取組み

＜指標＞
トラック積載率
荷送人の当日車両
手配
ドライバー拘束時間

＜目標値＞
30％向上
15％削減

20％削減

BEFORE
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2.(3)-②



物流・商流データ基盤

商流需給
OPF マッチング

C社

B社

A社
岐阜地域

関東地域

出荷計画（運送依頼）入力

荷送人 サービス
プロバイダー

運送空きリソース入力

運送事業者

幹線トラック積載率※１
平均21.9ポイント向上 長距離ドライバー拘束時間※１

平均18.3％削減
10.3h→8.45h
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検討中の標準化データ
項目を先行して実装。

物流需給
OPF

検討中の標準化データ
項目を先行して実装。

出荷2W~2営業日前までには
運送依頼を共有

※１：「地域物流」中ロット共同輸配送の運行結果と、従来の運行試算との比較

研究開発内容 研究開発項目（A）プロトタイプモデルの実装

地域物流のプロトタイプモデル2.(3)-③



研究開発内容 研究開発項目（B）

省力化・自動化に資する自動データ収集技術の開発
社会実装段階研究開発段階実現可能性確認段階シーズ発掘段階

佐川Auto
magi

JPR

ｸﾞﾛｰﾘｰ

ﾛｼﾞｸｴｽﾄ
山形大

東京
都市大

東レ

ステージゲートの実施
１．被評価者
２．評価者
３．評価時期
４．評価項目

実現可能確認段階６グループ
PD、SPD、POC責任者、関係府省、評価委員（大学、CVC等）
2020年7月20日
４業種もしくは特定の業種の物流・商流分野において、定量的効果が明確であり、現場
の導入意思が高いと見込まれる研究開発であるか。
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Automagi・佐川は、昨年公募で研究開発
段階として採択し、ステージゲート対象外

プロトタイプモデル（コンビニ）で定量
効果を計測予定。

導入見込み事業者有り。

公募数：1件
公募数：12件 公募数：13件

公募による絞り込み：全26件
代表機関・支援機関69、うち大学
・研究開発法人28から絞り込み

結果は８月中に公表予定

2.(4)



政府提言等におけるSIPスマート物流サービスの位置づけ(１)

◆成長戦略フォローアップ（令和元年６月２１日閣議決定）抜粋
・物流事業者の人手不足に対して、個社の垣根を超えた共同物流を推進するため、（中略）サプライチェーン全体で物流・商流データの共有を
行う実証実験を 2019 年中に開始する。

◆成長戦略フォローアップ（令和２年 ７月１７日閣議決定）抜粋
・（前略）サプライチェーン全体での物流・商流データ基盤構築を目指して、2020年度中に社会実装に向けたビジネスモデルの構築等を行うとと
もに、IoT・AI等により省人化等を行う物流設備・機器等の導入を促進する。

◆総合物流施策大綱（2017-2020）
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政府提言等におけるSIPスマート物流サービスの位置づけ(２)

今後検討が必要な重要課題の例
○ 新型コロナウイルス感染症の影響を克服しながら物流の機能をいかに確保していくべきか。ウィズ/ポストコロナ時代に

おいては、接触を最小化する等の「新しい生活様式」に対応した社会・経済活動が求められるとともに、サプライチェー
ンの国内回帰も今後想定される。これまでの物流からウィズ/ポストコロナ時代の物流に進化するために、産学官の当
事者は、それぞれどのような役割を担っていくべきか。

○ 物流分野においては、AIの活用が売上高をさらに上昇させる効果があるという調査結果もあるところ、担い手不足が
他産業に比しても深刻化している物流業界において、AI、IoT、デジタル化、ロボット、自動運転等の最新技術を活
用した業務効率化を通じた生産性向上は喫緊の課題と思料される。この課題に対し、いかに対応していくべきか。

○ 今後の社会・経済の変化における持続可能な物流の確立には、物流情報のデジタル化・データ化及びそれを可能
とする物流の標準化が不可避ではないか。古くて新しいこの課題にいかに取り組むべきか。

○ 人口減少と少子高齢化の進展により担い手不足の深刻化は顕著である。日本の人口は2065年に9000万人程
度となり、総人口の約40％が65歳以上になる見通しである。他方、宅配便の取扱い個数は2018年までの5年間で
約18％増加するなど、物流需要は、ＥＣ市場の拡大等による小口多頻度化が進展している。物流需要に的確に
応えるために、物流リソースを最大限に有効活用することが必要ではないか。そのためには具体的にどのような対策を進
めるべきか。

○ 物流は、国民生活と経済成長にとって不可欠な社会インフラであり、平時、災害時、新型コロナウイルスの影響を受
けている緊急時にあってもサプライチェーンを支える役割を担っている。どのような事態においても求められる機能を発揮
するため、ハード・ソフトの物流ネットワークをより一層強靱化すべきではないか。そのためには具体的にどのような対策を
進めるべきか。

◆次期総合物流施策大綱
※第１回2020年代の総合物流施策大綱に関する検討会(令和2年7月16日（木）) 資料２より抜粋
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